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平成３０年の新春を迎え謹んでお慶びを申し上げます。
２０１７年度の我が国経済は、個人消費がやや弱含みですが、設備投資が堅調で上振れしており、海外経済の回復の効果が、国内設備投資に波及していることが明らかです。最終的に１％台後半の実質経済成長率を確保した模様です。
２０１８年度は、様々な経済予測でも、前年度比１．２％前後の実質経済成長率を確保できるとの見通しです。
さらに、２０１８年度は、海外経済の堅調地合いを背景に輸出の増加が続く中、人手不足に対応する対応するための省力化投資の活発化、企業の競争力強化に向けた研究開発投資の増加、東京オリンピック関連のインフラ建設需要の本格化、雇用・所得環境改善を背景とした個人消費の増加、などが見込まれます。
そのような状況の中、当協会の関連する『光学関連技術をコアとした製品』は、様々な分野で成長する可能性を持っており、Society５．０につながるIoT、Industry４．０、Connected Industriesといった新しい産業の流れの中で、成長が見込まれる分野にフォーカスしていけば、今後とも、明るい未来が開けていると考えております。
また、当協会は、光学機器業界の健全な発達を目標に、現在、国際規格ISO/TC 172（光学とフォトニクス）と同ＳＣ１(基本規格)の事務局、関連JIS原案作成委員会事務局、光学関係技能検定試験の実施協力、統計資料の提供などを中心として活動を行っております。
昨年、国際規格関係の活動では、１０月にISO/TC１７２及びISO/TC172/ＳＣ１の国際会議が、東京で開催され、当協会から委員の方々が参加いたしました。今年は、９月にスイスのザンクト・ガレンでISO/TC１７２及び、ＩＳＯ/ＴＣ１７２/ＳＣ１国際会議が開催されます。当協会からも、SC1委員会会長やWGの主査の方々の出席を予定しております。また、ドイツ、アメリカを始め世界各国からの委員の方々のご出席が見込まれます。国際規格は、各国が力を入れはじめており今後ますます重要になってくると思われます。

JIS関係では、２０１７年９月２０日に、「光学部品による散乱光の分光測定方法：JIS　B7081」が発行されました。

技能検定では、昨年は東京都における光学関係の前期試験（機械加工、光学ガラス研磨作業）に５５名、後期試験（光学機器組立て作業）に４５名の方が受験されました。　今年も前期に光学ガラス研磨作業、後期に光学機器組立て作業の試験実施協力を予定しています。
これらの活動は、会員工業会及び関連企業関係各位のご支援・ご協力を頂いて実施しております。ここに、関係各位にこれまでのご支援・ご協力に厚く感謝申し上げますとともに、本年も引き続き会員工業会及び関連企業関係者の皆様のご支援とご協力を賜りますようお願い申し上げます。
最後に、会員の皆様のご活躍とご発展を祈念しまして、新年のご挨拶とさせていただきます。







平成３０年元旦
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年頭に寄せて

経済産業省　製造産業局長　多田　明弘

我が国経済は、5年間のアベノミクスでの様々な改革や金融・財政政策によって、名目ＧＤＰが安倍内閣の発足以降50兆円を超える増加、就業者数が4年連続の増加、正社員の有効求人倍率が1倍を超えるなど、経済の好循環が、着実に実現しつつありますが、中小企業・小規模事業者における景気の実感は、未だ十分ではないと認識をしております。経済成長の果実を中小企業・小規模事業者も含め、全国津々浦々に広げるため、製造産業局長の立場から、本年も、引き続き、全力で取り組んでまいります。同時に、安倍内閣では、「生産性革命」を政策の柱の一つに位置づけており、製造業における「生産性革命」の実現に向けて貢献していく所存です。
その実現に向けた鍵の一つが、「Connected Industries」です。これは、様々な業種、企業、人、機械等が繋がることにより、新たな価値創出や生産性向上を図り、顧客や社会課題の解決を目指す、産業の未来像です。昨年10月、世耕大臣が公表した、「東京イニシアティブ」に掲げられた、「ものづくり・ロボティクス」、「自動走行・モビリティサービス」、「バイオ・素材」等の重点分野における取組を、「協調」をキーワードに、「Connected Industries」のコンセプトが具体的なアクションとして広がっていくよう、政府としてもその環境の整備に力を注いでまいります。
さらに、「Connected Industries」の取組を進める上で、サプライチェーンで繋がる中小企業の参画も重要です。一部の大企業だけが熱心に取り組んでも、サプライチェーン上の「繋がる」仕組みが力を発揮することはありません。日本経済を支える中小企業が「Connected Industries」 の動きに遅れることなく参画していけるよう、伴走型の支援に取り組んでまいります。こうした取組に加え、中小企業の取引条件を改善し、サプライチェーン全体で付加価値を生み出す取組も不可欠です。昨年は主要産業界において業種別自主行動計画や未来志向型・型管理アクションプランが策定され、着実に取組が進んでまいりましたが、政府としても引き続き自主行動計画の策定業種の拡大や未来志向型・型管理に向けたアクションプランの一層の浸透など、中小企業の取引条件改善に向けた取り組みを粘り強く行ってまいります。
また、グローバルな「繋がり」も重要です。昨年は、日EU・EPAの交渉妥結やTPP11の大筋合意など、自由貿易経済の旗手として日本が大きな存在感を示した1年でした。本年も、グローバルに活躍する我が国企業を後押しすべく、日EU・EPAやTPP11の早期署名・発効に加え、質の高いRCEPの実現など、高い水準の経済連携協定の実現に努めてまいります。
最後に、この機会に、我が国製造業への期待を述べさせていただきたいと思います。キーワードは、「スピードあるアクション」、「個性ある経営」、「大胆な挑戦」にあると考えています。IoTやAI等の急速な技術革新の進展を始め、製造業を巡る環境が我々の予想を超えるスピードで変化する中で、前例にとらわれない果断な経営判断を、柔軟にスピード感をもって進めていくことで、世界をリードしていくことが必要であります。一方で、「勝ち筋」は、決して一本の道ではないと考えております。それぞれの企業が創意工夫のもとでその個性を存分に発揮することが求められているのではないかと思います。世界の製造業においても、この先が読めない時代に試行錯誤を重ねて、「勝ち筋」を模索しております。我が国の製造業においても、今一度「挑戦者」の意識に立ち戻っていただき、新たな発展の道を切り拓いていただきたいと思います。私自身、製造産業局長として、企業の皆様の積極果敢な取組を精一杯後押ししていきたいと思います。
末筆ながら、本年の皆様の御健康と御多幸を、そして我が国製造業の着実な発展を祈念いたしまして、新年の御挨拶とさせていただきます。
平成30年元旦
技能検定の受験資格について
平成３０年１月４日　開評発0104第３号
平成３０年１月４日付で、厚生労働省参事官（能力評価担当）より当協会会長宛の要請を受領いたしました。以下は、その抜粋です。
技能検定の受験資格については、職業能力開発促進法（昭和４４年法律第６４号）第４５条、職業能力開発促進法施行規則（昭和４４年労働省令第２４号。以下「規則」という。）第６４条から第６４条の６まで及び技能検定の受験資格を定める告示（昭和４５年労働省告示第１８号。以下「昭和４５年告示」という。）等に定めています。

このうち、技能検定３級の受験資格については、現在、当該検定職種に関する学科に在学する者であれば、実務経験がなくとも受験資格が付与されています。一方で、当該検定職種に関連しない学科に在学する者が、課外活動等で当該検定職に係る同等以上の講習を履修した場合であっても、受験資格が付与されていないことから、こうした場合にも受験資格を付与するよう要望がなされてきました。

このような状況を踏まえて検討を行い、平成３０年１月４日付け開発0104第１号により、厚生労働省人材開発統括官から都道府県知事宛てに通知いたしましたので関係団体に周知いただきますようお願い申し上げます。

関連WEB　SITE

http://www.mhlw.go.jp//stf/seisakunitsuite/bunya/koyou_roudou/shokugyounouryoku/ability_skill/ginoukentei/syokusyu.html
平成２９年１１月生産・出荷統計
	
	生　　産
	受　入
	出　　荷
	月末在庫

	
	数　量
	金　額

(百万円)
	数　量
	販　売
	その他
	数　量

	
	
	
	
	数　量
	金　額

(百万円)
	数　量
	

	デジタル

カメラ
	277,136
(0.73)
	13,527
(0.91)
	452,629
(0.72)
	350,725
(0.86)
	15,992
(0.97)
	414,620
(0.71)
	135,759
(0.86)

	フィルム

カメラ
	7,083
(0.95)
	7,130
(0.94)
	5,401
(0.96)
	8,415
(1.27)
	8,566
(1.30)
	5,770
(0.96)
	9,034
(0.72)

	交換レンズ


	245,297
(0.89)
	13,819
(0.99)
	210,512
(1.20)
	444,604
(1.09)
	18,186
(1.08)
	33,420
(0.73)
	465,990
(0.81)

	光学・精密

測定機
	27,879
(1.13)
	5,950
 (1.11)
	-
	26,062
(1.28)
	5,956
(1.09)
	-
	29,162
(0.92)

	光分析機器


	17,470
(1.02)
	19,301
(0.88)
	-
	17,876
(1.00)
	19,150
(0.88)
	-
	7,430
(1.19)

	測量機


	4,165
(1.05)
	756
(1.05)
	-
	7,466
(0.81)
	1,407
(1.10)
	-
	4,729
(0.74)

	合　計


	  -    


	60,483
(0.94)
	-
	-


	69,257
(1.01)
	-
	-




(　　　)内は、前年度比

注） 「受入」:調査期間中に工場または倉庫に次の事由により受入れられた製品の数量

（1） 他企業から購入したもの(輸入を含む)

（2） 同一企業内の他工場から受入れたもの

（3） 委託生産品及び委託加工品を委託先の工場から受入れたもの

（4） 返品(戻入れ)されたもの　



平成30年1月31日発行


日本光学工業協会


〒105-0011 東京都港区芝公園 3-5-8機械振興会館 204号室


電話・ﾌｱｯｸｽ：03-3431-7073


E-mail:joia@01.246.ne.jp


http://www.e-joia.jp


発行人　木　村　眞　琴


編集　茂木隆宏(事務局)








1

